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コーポレート・ベンチャーの体系に関する理論的考察
一既存企業におけるイノベーション創出の観点から一
飛　田　幸　宏
1．はじめに一本稿における関心
　現在、本業の成熟化にともなう既存事業の再活性化や新規事業への進出を
試みる既存企業が多く存在する。その進出先の新規事業分野に関して既存事
業との関連性を重視する企業が多く見られるが、それらの企業はこれまで既
存事業の漸進的な改革・改良を通じた新規事業へ進出することで成長を遂げ
てきた。しかし、今後の大規模で破壊的な変化に対応するためには、当該企
業内にイノベーション、特に破壊的なイノベーションを生じさせなければな
らない。そのためには、既存の進出先市場とは異なる新市場への進出、新た
な商品・サービスの開発、従来には存在しない新市場の創造等をもたらす新
規事業に進出する必要があると言える。
　そこで、本稿では、既存企業におけるイノベーション創出に関する組織形
態や企業戦略に注目し、その中でもrコーポレート・ベンチャー
（Corporate　Ventures）」を取り上げ、その概要、意義、体系等について考
察する。具体的には、∬では、既存企業による新規事業進出の現状と課題に
ついて検討し、既存企業が新規事業に進出する際に重視する点、およびその
際の課題を明確にする。皿で、既存企業内でイノベーションを創出させる必
要性と既存企業に不可欠なイノベーションの類型を呈示し、イノベーション
を創出する手段としてコーポレート・ベンチャーに注目する。そして、IVで
その形態および特徴、Vでその意義と体系について考察したうえで、コーポ
レート・ベンチャーが当該企業において有効に機能するための母体企業およ
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びトップ・マネジメントの役割について明らかにする。
皿．既存企業による新規事業進出の現状と課題
　既存企業が新規事業に進出・投資する際に重視する点、およびその際の課
題を明確にするために、経済産業省による設備投資調査1）をもとに、既存企
業による新規事業進出の現状と課題について考察する。特に、既存企業にとっ
て新規事業の対象となる事業、新規事業に対して期待する点、および新規事
業に進出する際に抱える問題点・課題等について明確にする。
　本調査では、既存企業が新規事業に進出する際に重視する項目として、
図表1のような項目があげられている。
図表1　新規事業を行う際に最も重視する点
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①収益の確実性を重視する
②投資回収期間が短い事業を中心に、収益の即効性を重視する
③中核となる事業分野を想定しているため、
④既存事業との関連性のない、進出先分野の新規性を重視する
⑤既存事業分野との関連性を前提として、
⑥その他
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⑤ ⑥
　　　　　　　　　　　　　　　　進出先分野の市場の将来性を重視する
　　　　　　　　　　　　　　　総含的な効率性の向上を重視する
（出所）経済産業省経済産業政策局（2001）『主要産業の設備投資計画
　　　（平成13年版）』財務省印刷局、65頁。
　図表1から、r既存事業分野との関連性を前提として、総合的な効率性の
向上を重視する」点や「収益の確実性を重視する」点を、新規事業への進出
にあたり重視する項目にあげる企業が多いことがわかる。これは、既存企業
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が、新規事業の対象として、既存事業と関連性のある事業、すなわち既存事
業の延長線上にある事業や本業周辺の事業への進出を考えていることが推察
される。そして、それに加えて、収益力のある事業および効率的な事業を新
規事業の対象と捉えており、企業全体や既存事業に対して、収益の確実性お
よび効率性の向上をもたらす役割を期待していると考えられる。
図表2　新規事業投資を行う際の問題点
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⑥資金調達面等での制約が生している点
⑦技術的ノウハウが不足している点
⑧進出部門の将来性が不確実であり、リスクが大きい点
⑨進出部門への参入企業か多く、競争か激しい点
⑩その他
（出所）経済産業省経済産業政策局（2001）『主要産業の設備投資計画
　　　（平成13年版）』財務省印刷局、64頁。
　既存企業は新規事業の役割に大きな期待を抱いている一方で、新規事業に
進出する際には、図表2に示されるようなさまざまな問題点・課題が存在す
る。図表2から、新規事業の将来性への不確実性および高いリスクヘの不安、
新規事業への進出にあたり必要な資金・人材・技術・情報等の経営資源の不
足等を問題点としてあげる企業が多いことがわかる。これは、既存企業にとっ
て、進出する新規事業領域・分野の情報に乏しいこと、新規事業に必要な経
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営資源の獲得が困難なこと、さらには既存企業にとって新規事業への進出に
は高い困難性および高いリスクが伴うことを示していると言える。
　本調査の結果、既存企業による新規事業への進出に関して以下のことが考
察される。すなわち、多くの既存企業は、新規事業の将来性への不確実性や
高いリスクを回避するために、既存事業と関連性のある新規事業に進出し、
その新規事業に対して、既存事業との相乗効果さらには多くの収益を生み出
すことを期待する。そして、全社的に効率的な事業運営、効率性の向上がも
たらされることを望んでいると言える。
　既存企業にとって、既存事業と関連性のある事業、既存事業の延長線上に
ある新規事業、あるいは本業周辺の新規事業に進出すれば、その事業が新規
事業として成功する確率は高くなるであろう。しかし、既存企業の今後の長
期的な存続・発展のためには、図表1で多くの企業が期待していない点であ
る、既存事業との関連性がなく進出先の分野の新規性を重視するような新規
事業に進出することを通じて、既存事業とは異なる事業転換を実現し、当該
企業内にイノベーションを生じさせることが不可欠であると考えられる。
皿．既存企業におけるイノベーションの創出とその類型
　既存企業の長期的な存続・発展に不可欠な要素であるイノベーションの創
出について、ここでイノベーションの概念および類型を整理し、既存企業内
でイノベーションを創出させる意義とイノベーション創出のための手段を構
築する必要性を明らかにする。
　イノベーションについて、」．A．Schumpeter2〉は、「別の手段で別の物ない
し同じ物を生産することは、違ったやり方で我々が利用しうる物や力を結合
することを意味する」とし、それを「新結合（new　combinations）」3）と呼
び、「新結合が非連続的に生じると、発展を特徴づける現象が出現する」と
述べている。彼は、小さな積み重ねにおける連続的な適応により変化や成長
が存在することを認めているが、「郵便馬車をいくら連続的に加えてもそれ
によって決して鉄道を得ることはできない」と述べているように、非連続的
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なイノベーションの存在を特に強調している。
　イノベーションには、」．A。Schumpeterが特に強調するような、急進的な
変化をもたらす非連続的なイノベーションとともに、小さな改善や改革の積
み重ねにより漸進的な変化をもたらす連続的なイノベーションの存在につい
ても認識する必要がある。この点に関して、C．M．Christensenは、イノベー
ションを「持続的イノベーション（sustaining　innovation）」と「破壊的イ
ノベーション（disruptive　innovation）」の2種類に分類する。
　「持続的イノベーション」は、メイン事業の顧客がすでに価値を認めてい
る技術を活用して、商品やサービスの機能・性能を向上させる持続的技術
（sustaining　technologies）がその原動力になっている。その持続的技術は、
主要市場のメインの顧客が今までに評価してきた性能指標にしたがって、既
存製品の性能を向上させる点に特徴がある。一方、「破壊的イノベーション」
は、新しい種類の商品・サービスの導入により全く新しい市場を創造するも
のである。それは、破壊的技術（disruptive　technologies）により従来とは
全く異なる市場基準を市場にもたらし、主流から外れた少数の新しい顧客に
評価されるイノベーションである4）。
　このように、C．M．Christensenは、イノベーションを「持続的イノベーショ
ン」と「破壊的イノベーション」に類型しているが、持続的イノベーション
を開発・導入するのは、ほぼ決まって業界のリーダー企業であり、それらの
企業は、破壊的イノベーションを創出させたり、それにうまく対処すること
はできないという。その理由としては、業界のリーダー企業では、持続的技
術を開発・導入するように組織が出来上がっており、持続的イノベーション
の技術的潜在能力を評価したり、持続的技術へ投資するといった価値基準や
プロセス5）が存在するためである。また、破壊的イノベーションは頻繁には
生じないため、どのような企業にもこれに対応する決まったプロセスが存在
しないことも付け加えている6）。
　持続的イノベーションの創出には長けているが、破壊的イノベーションの
創出への対応が困難な状況にある既存企業にとっては、新しい種類の商品・
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サービスを市場に導入することにより従来には存在しなかったような新しい
市場を創造し、その市場に従来とは全く異なる市場基準をもたらす破壊的イ
ノベーションを創出させたり、それに対応することが持続的イノベーション
の創出とともに不可欠であると考えられる。そこで、既存企業がイノベーショ
ンに対処したり、イノベーションを創出する必要がある場合、いかなる組織
構造や企業戦略を採用すべきかといった企業が採るべき手段について検討す
る。
IV．イノベーション創出におけるコーポレート・ベンチャーの形態
　既存企業にとっては、持続的イノベーションと破壊的イノベーションに対
処するためには、イノベーションを生み出すような新規事業を開発できる組
織形態や企業戦略を構築しなければならない。しかし、それぞれの新規事業
や新規プロジェクトに合わせて既存企業が採用するべき組織形態や企業戦略
には多様な形態が存在し7）、ただ1つの手段があらゆる事業に対して万能と
いうことはない。また、当該企業の置かれた環境、当該企業の持つ経営資源、
プロセスおよび価値基準、あるいは新規事業の内容や性質などにより選択す
る組織形態や企業戦略は異なってくる。したがって、既存企業が新規事業を
創造する際には、新規事業および進出する市場の特徴をよく把握したうえで、
いかなる企業戦略を選択し、いかなる組織形態を採用するかなどを決定する
必要があると言える。
　そこで、既存企業がイノベーションー持続的イノベーションと破壊的イノ
ベーションーに対処する必要がある場合、いかなる手段・方法を用いるのか、
組織としてどのような構造をとるべきかといった既存企業におけるイノベー
ションと組織形態8）や企業戦略との関連について考察する。なお、本稿では、
既存企業がイノベーションを創出するうえで有効な手段として「コーポレー
ト・ベンチャー（Corporate　Ventures）」を取り上け㍉その形態および特徴
について考察する。
　コーポレート・ベンチャーとは何か、すなわちその概念についてであるが、
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本稿では、コーポレート・ベンチャーに該当する新規プロジェクトの要件9）
として、①その組織がそれまで手がけたことのない新たな活動であること、
②組織内で開始することまたは運営すること、③本業よりかなり高い失敗の
リスクと多額の損失を伴うこと、④本業より不確実性が高いこと、⑤いずれ
かの時点で本業から経営を分離すること、⑥推進の目的が売上・利益の増大、
生産性・品質の向上であること、といった要件を満たすプロジェクトをその
考察対象とする。
　以上のような要件を満たすコーポレート・ベンチャーの形態として、本稿
では「社内ベンチャー（lnternal　Ventures）」、rスピンオフ型ベンチャー
（Spin－of£s）」、「コーポレート・ベンチャー・キャピタル（Corporate
Venture　Capitals）」をその対象に捉えるが、次にコーポレート・ベンチャー
の諸形態の定義やその特徴について明らかにする。
　まず、第1に、当該企業内部に構築する新たな組織形態であるr社内ベン
チャー」10）に関して、E．V。Hippel11〉は、新製品を開発し、その新製品を市
場へ導入し、少なくとも市場活動の初期段階をやり遂げることを責務とする
企業内部の個人あるいはグループのことを「社内ベンチャー」として定義付
けている。そして、ベンチャー・マネジャーに新製品の開発とマーケ
ティングのあらゆる局面に対する責任を与える必要性を主張している。
E．B．Roberts12）は、企業が異なった市場に進出することあるいは根本的に異
なる製品を開発することを目的として、企業内部に独立した事業体一完全に
独立した部門あるいはグループーを確立したその形態を「社内ベンチャー」
とし、それが企業の成長と多角化を目的とした野心的な計画を実現する新し
いベンチャー戦略の一手段であることを指摘している。そして、
E．B．RobertsとC．践Berry王3）は、当該企業が自社内部に独立した事業体を設
置することによって、既存事業とは異なる市場に進出したり、既存製品とは
実質的に異なる製品を開発しようとするベンチャー戦略を「社内ベンチャー」
と捉えている。
　上記の見解に指摘されるように、「社内ベンチャー」は、市場進出あるい
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は製品開発において既存事業とは関連のない新規事業に進出することを目的
として、当該企業内部に独立した（独立性の高い）事業体として設置される。
そして、事業開発、マーケティング、人事、あるいは財務等に関する様々な
権限が委譲された「社内企業家（lntemal　Entrepreneur）」を中心として、
母体企業の経営資源等を活用し、新規事業の開発からその事業化・商業化ま
でのあらゆる局面に対して社内ベンチャー独自のやり方で新規事業を開発し
ていく形態である。
　第2に、既存組織から独立組織を分離・独立した「スピンオフ型ベンチャー」
に関して、E．B．Roberts14）は、研究開発の副産物として生じたアイデアや技
術の中で、当該企業の主流の関心から外れたもの、当該企業にリスクをもた
らすもの、社外で独立させた方がうまく開発できるものを、別組織として社
外に「スピンオフ」する手段をあげている。しかし、スピンオフは、既存企
業内に企業家精神を保持したり、副産物として生じた技術を活用するには優
れた方法であるが、母体企業（親会社）に対しては限定的な関わりや利益を
もたらすに過ぎないと述べている。そして、Z．Blockと1．C．MacMillan15）は、
新技術の開発を伴うイノベーションが生じると企業は新たなビジネスチャン
スを認識するが、そのチャンスが既存事業と関連のない新市場への新製品の
導入を伴う場合、既存企業は「スピンオフ」を選択し、新規事業の開発のた
めに組織化された新会社に投資することができるという。このアプローチは、
既存企業が新規事業を支える母体となり得ないこと、新規事業は別組織とし
た方がよりうまくいくこと、そして、新規事業の支援体制を作るために既存
の企業文化を変革するべきではないこと、といった既存企業の認識に基づい
ていることを指摘する。また、C．M．Christensen16）は、当該企業における本
業の価値基準に基づくと革新的プロジェクトに対して経営資源が配分されな
い場合には、そのプロジェクトを新しいベンチャー企業として分離独立する
べきであると主張している。その理由は、大規模組織では小規模な新興市場
で強固な位置付けを確立するのに必要な資金や人材などの経営資源が配分さ
れにくいためである。なお、収益力や競争力を向上させる既存とは異なるコ
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スト構造を必要とする場合、および新規プロジェクトの事業規模が本業の成
長二一ズに比較すると取るに足らない場合に分離独立する必要性を述べてい
る。
　以上、「スピンオフ型ベンチャー」は、新規事業を当該企業内ではなく社
外の別組織として開発する時に、母体企業から切り離して設置される。この
形態が採られるのは、当該企業の本業と関連のない新市場に進出したり新製
品を開発する場合、当該企業の価値基準やプロセスに適応せず新規事業に対
して適正な経営資源が配分されない場合、あるいは別組織として独立させた
方がうまくいく場合などである。スピンオフ型ベンチャーも社内ベンチャー
と同様に、新市場への進出や新製品の開発といった既存事業とは関連のない
新規事業を創出することをその目的としている。
　第3に、新しい課題に適した別の組織に投資する形態である「コーポレー
ト・ベンチャー・キャピタル」に関して、E．B．Roberts17〉は、「ベンチャー・
キャピタル」は、一企業が他企業の株式に投資する方法であり、既存企業が
設立されたばかりのハイテク企業に投資をすることによって新技術への進出
を図ろうとする手段であると指摘したうえで、その一形態として成長
企業に対して単なる投資以上の関与をする「ベンチャー育成（Venture
Nurturing）」をあげている。それは、投資企業が、マーケティング、生産、
研究開発といった分野で育成先のベンチャー企業に経営上の支援を提供する
ことを意味している。そして、Z，Blockと1．C．MacMillan18）は、既存大企業
が新規事業開発を推進する手段の1つとしてrコーポレート・ベンチャー・
キャピタル」をあげている。それは、ベンチャー・キャピタル投資用の基金
の設立あるいは場当たり的な取引への投資を含む力叉成功しているコーポレー
ト・ベンチャー・キャピタルは少なくその大半は継続できないでいること、
その立ち上げにはトップ・マネジメントが投資目的を明確にし主要投資分野
を選択する必要性を主張している。そして、それを効果的に活用するには社
内ベンチャーの社内企業家に適用するように、ベンチャー・キャピタル・マ
ネジャーにインセンティブや自律性を付与することが必要であると論じてい
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る。また、H．W．Chesbrough19）によれば、「コーポレート・ベンチャー・キャ
ピタル」は、既存企業が社外の新興ベンチャーに直接投資することを指し、
第三者が管理する社外ファンドを仲介した投資はその範疇に含んでいない。
また独立事業として本体からすでにスピンオフされた新興企業への投資は含
むが、企業のコア事業とは明らかに異なりある程度組織的に自立し法的にも
企業の一部である新規の社内ベンチャーへの投資はその対象とはしていない。
　このようにrコーポレート・ベンチャー・キャピタル」は、一般の事業会
社が設立間もない新興ベンチャー企業等へ直接投資する活動であるが、新興
ベンチャー企業に対して、単なる投資だけではなく経営上の支援を提供する
こともその役割の1つとして考えられる。また、財務的リターンを期待する
財務目的による投資よりも、当該企業の既存事業を補完したり発展させたり
する目的、あるいは将来の新規事業の成長を推進させる目的から新興のベン
チャー企業等に投資を行うことが必要である20）。その際には、当該企業の戦
略上と業務上の能力を明確に把握することにより、投資ポートフォリオを確
立し投資を行うべきである。
　以上のような特徴を有する社内ベンチャー、スピンオフ型ベンチャー、お
よびコーポレート・ベンチャー・キャピタルと既存企業におけるイノベーショ
ンー持続的イノベーションと破壊的イノベーションーとの関連は図表3のよ
うに図示できる。図表3の縦軸は、新規事業の創出にあたり母体企業（当該
企業）がコーポレート・ベンチャーの形態にどのくらい関与するかといった
母体企業の関与の度合いを示し、横軸は、コーポレート・ベンチャーの形態
により創出されるイノベーションの度合い、すなわちコーポレート・ベンチャー
の形態における持続的イノベーションあるいは破壊的イノベーションを創出
する可能性の大きさを示している。この図表の右上の形態へ向かえば向かう
ほど、母体企業にとっての破壊的イノベーションが生じる可能性は高くなる
が、母体企業が関与する度合いは低くなるため、それが母体企業全体の成長
や大幅な収益力の向上を実現するには難しいと考えられる。一方、左下の形
態へ向かえば向かうほど持続的イノベーションを創出する可能性が高くなる
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図表3　イノベーションとコーポレート・ベンチャーとの関連
低
?????????
高
コーポレート・
ベンチャー・
キャピタル
スピンオフ型ベンチャー
社内ベンチャー
社内プロジェクト
持続的イノベーション 破壊的イノペーション
（注1）本稿では「社内プロジェクト」は扱っていないが、「コーポレート・
　　　ベンチャー」の諸形態との比較のため図示した。なお「社内プロジェ
　　　クト」とは、プロジェクトごとに当該企業内に設置されるプロジェ
　　　クト・チーム等の形態と考える。
（注2）rコーポレート・ベンチャー・キャピタル」の範疇として、コーポ
　　　レート・ベンチャー・キャピタルにより投資された外部の新興ベン
　　　チャー企業をその対象とする。
と考えられる。母体企業の関与の度合いが大きい場合、新規事業に対して母
体企業のプロセスおよび価値基準一持続的イノベーションを生み出す技術・
能力を評価したり、持続的技術へ投資する価値基準やプロセスーが適用され
る傾向があるため、持続的イノベーションの創出には適していると言える。
したがって、母体企業は進出しようとする新規事業の内容や性質および進出
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する新市場の特徴をよく把握したうえで、コーポレート・ベンチャーの各形
態を用いて新規事業に進出し、破壊的イノベーションおよび持続的イノベー
ションに対処する必要がある。
V．コーポレート・ベンチャーの意義と体系一母体企業との関連から
　これまでコーポレート・ベンチャーの形態である社内ベンチャー、スピン
オフ型ベンチャー、およびコーポレート・ベンチャー・キャピタルの特徴、
イノベーションおよび母体企業との関連について検討してきたが、ここでコー
ポレート・ベンチャーの意義と体系について明らかにするとともに、コーポ
レート・ベンチャーが当該企業において有効に機能するために母体企業およ
びそのトップ・マネジメントが果たす役割について述べたい。
　コーポレート・ベンチャーの意義として、第1に、コーポレート・ベンチャー
は、母体企業がそれまでに進出したことのない新規事業を創出することをそ
の目的としていることがあげられる。組織の設置場所（社内または社外）の
違いはあるが、社内ベンチャーもスピンオフ型ベンチャーもいずれも既存事
業に関連のない新規事業の進出をその目的としている。また、コーポレート・
ベンチャー・キャピタルによる投資についても、母体企業における将来の新
規事業の成長を推進させる目的から社外の新興のベンチャー企業に投資を行っ
ており、新規事業を創出する役割を果たしている。第2に、コーポレート・
ベンチャーの運営が母体企業内で開始される点である。この点に関して、社
内ベンチャーは、新規事業の開発からその事業化・商業化まで母体企業内の
独立した事業体として運営される。一方、スピンオフ型ベンチャーは、初期
段階の開発は母体企業内で開始されるが、その後の事業化に至る際には、社
外の別組織として母体企業から切り離され事業を進めていく。また、コーポ
レート・ベンチャー・キャピタルが社外の新興ベンチャー等に投資する際に
は、母体企業内の投資部門が中心となり投資・管理される。第3に、コーポ
レート・ベンチャーによる新規事業への進出は、既存事業よりも失敗の確率
が高くリスクが大きい、すなわち本業よりも不確実性が高い点である。特に、
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母体企業がすでに進出している市場や製品に関連のない、未知の市場への進
出や未知の製品の開発には、大きなリスクが伴うと言える。したがって、母
体企業はコーポレート・ベンチャーの各手法を用いた投資ポートフォリオを
確立することにより新規事業に進出するべきである。そして、第4に、母体
企業は利益の増大や収益力の向上を目的としてコーポレート・ベンチャーを
採用する点である。母体企業と社内ベンチャー、スピンオフ型ベンチャー、
およびコーポレート・ベンチャー・キャピタルにより投資された新興ベンチャー
のいずれの形態に関わらず、それらとの間に業務上のシナジー効果を見出す
ことにより、母体企業は既存事業を補完・発展させ、さらには新規事業の成
長を推進させることが可能となる。また、母体企業にとっては、投資の見返
り（キャピタル・ゲイン）や自社の保有する特許権使用のライセンスやロイ
ヤリティによる収入などで収益力を向上させることも期待できる。また、コー
ポレート・ベンチャーにより進出する新規事業が母体企業の既存事業と関連
性があれば、母体企業の所有する技術、ネットワーク、ブランド、販売チャ
ネルなどの経営資源、さらには母体企業内での未使用資源を新規事業に効果
的に投入することができ、それによる収益力の向上も期待できる。この点と
の関連で、第5に、社内ベンチャー、スピンオフ型ベンチャー、およびコー
ポレート・ベンチャー・キャピタルにより投資された新興ベンチャーにとっ
ては、母体企業の資金支援、特許権等の技術利用、母体企業のブランドや信
用性による社会的信用の獲得、販売チャネル活用による顧客獲得といったメ
リットを享受することが可能となる。また、各形態は母体企業からの独立し
ている（独立性が高い）ため、事業展開にあたり、事業運営特に意思決定面
での自律性の確保、専業のベンチャー・キャピタルによる投資等の外部資金
の活用が可能である。
　以上のような意義を有するコーポレート・ベンチャーの体系を図示すると
図表4のような概念図になると考えられるが、コーポレート・ベンチャーが、
当該企業において有効に機能するためには、母体企業およびそのトップ・マ
ネジメントの役割が重要である。その役割としては、コーポレート・ベンチャー
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図表4　コーポレート・ベンチャーの体系
VB
スピンオフ 鑓
　　　　ぐ　ロ　匝］i
鐙
ノ
社内ベンチャー
鑓具
母体企業内部
社内ベンチャー
　　　　母体企業との限定的な関わりを示す
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（注）VB：外部のベンチャー企業、スピンオフ：スピンオフ型ベンチャー
　　を示す。
を支援する環境やインフラを整備することが求められる。まず第1に、トッ
プ・マネジメントがコーポレート・ベンチャーを支援する意思表示を当該企
業全体に示すことである。例えば、コーポレート・ベンチャーの立ち上げ基
金の設立、母体企業の設備・施設、蓄積された技術や情報等のさまざまな経
営資源の活用、社内企業家やスピンオフ型ベンチャーに携わる企業家を育成
する機関の設置、さらには彼らを支援する人材の確保・協力等、企業全体で
コーポレート・ベンチャーに積極的に取り組む姿勢を示すことが必要である。
第2に、コーポレート・ベンチャーを奨励するような組織文化を構築するこ
とである。成熟化の進んだ企業では組織の硬直化や官僚制化が進行し、リス
クを回避したり変化に抵抗する組織文化が存在する。また、企業内の手続き
やコンセンサスの取り付けの困難さから新規事業進出の機会を失う場合があ
る。そこで、従業員の自律的な行動による新規事業を創出させるために、コー
ポレート・ベンチャーを積極的に活用することを奨励する組織文化を構築す
ることが必要である。第3に、社内企業家やスピンオフ型ベンチャーに携わ
一86一
コーポレート・ベンチャーの体系に関する理論的考察
る企業家によるアイデアを新規事業として立ち上げる際の選別基準の明確化、
およびコーポレート・ベンチャー・キャピタルによる新興ベンチャー等への
投資基準を明確化することである。それらの基準を明確化することにより選
抜に漏れたり失敗したアイデアの基準が明らかになり母体企業全体の組織学
習を促進させる可能性がある。この点に関して、母体企業の担当者が評価対
象となるアイデアを評価する場合、新規事業を既存事業と比較して既存事業
のやり方と評価方法が新規事業に持ちこまれ、母体企業の尺度で評価される
ため新規事業の必要性に気づかないこともある。したがって、外部の評価者
の尺度・視点も導入する必要があると言える。第4に、コーポレート・ベン
チャー、特に社内ベンチャーやスピンオフ型ベンチャーの成功に対する評価・
報酬や失敗に対する処遇を明確化することである。特に、社内ベンチャーに
関して、成果が出ない場合の撤退の基準を全社的に明確にすること、新規事
業が失敗した場合の社内企業家の身分保証の問題を明らかにする必要がある。
さもなければ、従業員はリスクを冒してまで積極的に新製品や新規事業の開
発に取りかかろうとはしない。この点に関連して、第5に、コーポレート・
ベンチャーに携わる人材（特に社内ベンチャーに携わる社内企業家）に対し
て大幅に権限を委譲するとともに、母体企業の関与を極力抑え自由に事業運
営させるべきである。ベンチャー本来の利点を生かすためには、自己責任に
よって自律的に新製品や新規事業の開発を進めさせる必要がある。そのため
には、母体企業は、コーポレート・ベンチャーに携わる人材へのインセンティ
ブ制度の導入やリスクに見合う報酬制度を構築すべきである。
VI．おわりに
　既存企業が新規事業に進出する際に採用するべき組織形態や企業戦略には
多様な形態が存在するが、そのうちのどの形態を選択するかは対象となる新
規事業の内容や性質、当該企業を取り巻く環境および進出先の新分野の特徴
や環境、当該企業の保有する経営資源、プロセスおよび価値基準等に依存す
る。したがって、既存企業が新規事業に進出する際には、新規事業および進
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出先市場の特徴、さらには当該企業の能力等を理解し、新規事業に対して多
元的なアプローチを採りリスクを回避する必要があると言える。
　本稿では、新規事業を創出するための多様な組織形態や企業戦略の中でも、
既存事業を破壊するようなイノベーションを当該企業内にもたらす可能性の
ある組織形態や企業戦略を採用する必要性を指摘し、そうしたイノベーショ
ンを創出するコーポレート・ベンチャーの意義等について考察してきたが、
既存企業は、コーポレート・ベンチャーの各形態を活用して、当該企業の既
存事業の補完および発展、従来取り組んでいない新市場における新規事業開
発、そして将来の新規事業の成長を担う新興のベンチャー企業等への投資を
行う必要がある。そして、当該企業のもつ戦略上の能力および業務上の能力
を明確に把握することにより、コーポレート・ベンチャーの形態を用いて新
規事業に対する投資ポートフォリオを確立し、新規事業に進出するべきであ
ると考えている。
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　扱う新しい手段も含んでいる）
③新しい市場の開拓（すなわち特定の産業分野が従来進出していない市場
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　はその解体などのようなもの）
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　％必η0104θθσaαθθσ■θa6且ヱmθ60ぬ以　H：arvard．Business　School
Press，p．15．クリステンセン、玉田俊平太監修・伊豆原弓訳『イノベー
　ションのジレンマ：技術革新が巨大企業を滅ぼすとき（増補改訂版）』翔
泳社、2001年、9頁。Christensen，C．M。and　M．Overdorf（2000）
　“Meeting　the　Challenge　of　Disruptive　Change，”　伽■玖a■d　Busfηθ5θ
Rθガθ凧MarchrApril，pp．71－73。クリステンセン、オーバードルフ
　「『イノベーションのジレンマ』への挑戦」『ダイヤモンド・ハーバード・
　ビジネス』2000年9月号、ダイヤモンド社、2000年、19－20頁。
5）C．M．Christensen　and　M．Overdorfは、組織に何ができ、何ができな
いかを規定するのは、r経営資源」、rプロセス」、r価値基準」の3つの要
素を挙げている。「経営資源」とは、人材、設備、技術、資金といった有
形のものと、商品デザイン、情報、ブランド、サプライヤーや販売代理店
や顧客との関係性といった無形のものを含む。「プロセス」とは、経営資
源を商品やサービスという一段高い価値に変容させるための、相互作用、
調整、コミュニケーション、および意思決定のパターンを指す。r価値基
準」とは、重要なことや優先すべきことを判断するための評価基準と定義
　している。Christensen，C．M：．andM：．Overdorf（2000），茄fdl，pp．68－71．
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クリステンセン、オーバードルフ、同上書、14－17頁。
6）Christensen，C．M．andM．Overdorf（2000），fbfd，pp．72－73．クリス
テンセン、オーバードルフ、同上書、20－21頁。
7）新規事業や新規プロジェクトに合わせて既存企業が採用するべき組織形
態や企業戦略に関しては、Roberts，E．B．and　C．ABerry（1985）
“Entering　New　Business：Selecting　Strategies£or　Success，”ε10蝕
漁刀agθπ～θ迎6　Eθガθw，　Spring，　pp．3－17．　Roberts，E．B．（1980）
“New　Ventures£or　Corporate　Growth，”伽rvlardl　Bα5加θ55丑θvfθwl
July－August，pp．134－142．拙稿（2000）「新規事業創造の企業戦略に関
する一考察」『高崎経済大学論集第43巻第3号』高崎経済大学経済学会、45－
57頁を参照されたい。
8）既存企業におけるイノベーションと組織形態の関連について、C．M．
Christensenは、主にイノベーションに対応する際の組織形態を中心に考
察し、新規事業（新規プロジェクト）を創造するうえで組織としていかな
る構造をとるべきかについて明らかにしている。C．M．Christensenは、既
存企業において、持続的イノベーションと破壊的イノベーションに対処す
るために組織が新しい能カー新しいプロセスや価値基準を必要とする場合
には、その新しい能力を開発できる組織形態を構築する必要があるとし、
その手段として3つの手段を呈示する。それは、①企業の内部に新しいプ
ロセスを開発する新たな組織構造を作る、②既存組織から独立組織を分離
独立し、その中で新しい問題を解決するために必要な新しいプロセスと価
値基準を開発する、③新しい課題に適したプロセスと価値基準をあわせも
つ別の組織を買収する、という手段である。この3つの手段について、①
当該企業内部に新たな組織形態を構築するのは、従来とは異なる人々やグ
ループが、従来とは異なる方法・ペースで協働する必要がある場合であり、
既存組織から関連する人々を選抜し新たなグループを結成することによっ
て新しい能力を開発することができる。そして、②既存組織から独立組織
を分離独立するのは、本業の価値基準に基づくと新規事業に経営資源が配
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　分されない場合であり、革新的プロジェクトを新しいベンチャー事業とし
　て分離独立させることにより新しい能力を開発することができる。また、
　③別の組織（企業）を買収することによりその組織の持つ能力を獲得する
　ことができる。その際には、その事業を独立させ、買収する側の企業の持
　つ経営資源を買収される側の企業のプロセスと価値基準に注入し、本体へ
　の統合を回避することが必要である。Christensen，C．M．and　M．Overdorf
　（2000），oμi欧，pp．72－76．クリステンセン、オーバードルフ、前掲書、
　20－26頁。
9）Block，Z．and　I。C．MacMillan（1993）Oo喫po盟6θ％撹面η8・’（》θ諭ηg
　薦w　Bロθカ1θ55四●訪1．η訪θ乃嘘η，Harva圃Business　School　Press，
　p14．ブロック、マクミラン、松田修一監訳・社内起業研究会訳『コーポ
　レート・ベンチャリング』ダイヤモンド社、1994年、15頁。
10）r社内ベンチャー」の考察については次の論文を参照されたい。
　拙稿（2000）r新規事業創造の企業戦略に関する一考察」『高崎経済大学論
　集第43巻第3号』高崎経済大学経済学会、45－57頁。
11）　H：ippe1，E．V．（1977）　“Successful　and．Failing　Intemal　Corporate
　Ventures：　An　Empirical　Analysis，”　血ゴロθ伽a1　瞼盈θ孟f．η8・
　漁刀agθmθη地P．163．
12）Roberts，E．B。（1980），ρρ．oゴゑ，pp．134－136．
13）Roberts，E．B．and．C．A．Berry（1985），ρρ．oゴゑ，p．6．
14）Roberts，E．B．（1980），op．o琵，pp．135－136．
15）Block，Z．and　I．C．MacMillan（1993），ρρ．o琵，pp．29－30．ブロック、
　マクミラン、前掲書、27頁。
16）　Christensen，C．M．and　M．Over（10rf（2000），　ρp．oゴム，　pp．73－74．　クリ
　ステンセン、オーバードルフ、前掲書、22－23頁。
17）E．B．Robertsの指摘する「ベンチャー・キャピタル」は、外部の専業の
　ベンチャー・キャピタルによる投資を意味するのではなく、既存企業が設
　立されたばかりのハイテク企業に投資をすることによって、新技術への進
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　出を図ろうとする手段であるとE．B。Robertsは述べており、本稿では「コー
　ポレート・ベンチャー・キャピタル」を意味するものと考える。Roberts，
　E．B．（1980），卿．oゴゑ，p．135．
18）Block，Z．and，1．C．MacMillan（1993），　ρp．ofゑ，pp．30－31，pp．362－363．
19）Chesbrough，H：．W．（2002）“Making　Sense　of　Corporate　Venture
　Capita1，”磁rvard　Bα5加θs5Rθ百θ㎎M：arch，pp．90－92．チェスブロー
　「事業会社のベンチャー投資戦略」『ダイヤモンド・ハーバード・ビジネス・
　レビュー』2002年8月号、ダイヤモンド社、2002年、164－165頁。
20）H．W．Chesbroughは、「コーポレート・ベンチャー・キャピタル」による新
　興ベンチャーへの投資目的として、既存事業の成長、将来的事業の成長の促
　進をあげている。その手段として、前者には、自社技術の標準化、需要の喚
　起、未活用資源へのテコ入れ、後者には、新しいケイパビリティの実験、バッ
　クアップ技術の開発、戦略の空白部分の探索をそれぞれあげている。
　Chesbrough，H．W．（2002），∫わfd，pp．98－99．チェスブロー、同上書、171－
　172頁。
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